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（総　　則）

第１条 平成３１年度筑後市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

１５，４８７ 戸

４，４０４，４００ ㎥

１２，０３４ ㎥

老朽管更新事業 １２１，４４０千円

北牟田配水場更新事業 ６３１，０２４千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

９０５，４０４千円

第１項 ８２３，０６１千円

第２項 ８２，２４２千円

第３項 １０１千円

平成３１年度筑後市水道事業会計予算

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

主な建設改良事業

（１）

（２）

（３）

（４）

収                     入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第１款 水 道 事 業 収 益
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８６９，６７９千円

第１項 ８３０，５４６千円

第２項 ３３，８０１千円

第３項 ２，３３２千円

第４項 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　１５５，８４５千円は、

　過年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

７３６，２７２千円

第１項 ６２，６２０千円

第３項 ４１，０７３千円

第４項 ６３２，５７９千円

８９２，１１７千円

第１項 ８４７，３９６千円

第３項 ４４，７２０千円

第４項 １千円

支　　                 出

収                     入

支　　                 出

企 業 債

第２款

第４款

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

予 備 費

国 庫 補 助 金

負 担 金

水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

建 設 改 良 費

国庫補助金返還金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

企 業 債 償 還 金

第３款



（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

利率

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

８５，２１１千円

１００千円

（たな卸資産の購入限度額）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１２，０７４千円と定める。

交 際 費

（１）

（２）

起債の目的 償還の方法

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることができる。

４．０％
以　　内

起債の方法

証書借入又は
証券発行

政府資金
銀行
その他

職 員 給 与 費

老朽管更新
事業　及び
北牟田配水
場更新事業

限度額

６３２，５７９千円
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（単位：千円）

1

1

1

2

3

2

1

3

4

5

6

3

1

2

81,216 

6 他会計補助金

5 他会計出資金 12,525

100

6,640

10,904

消 費 税 還 付 金 1 消費税還付金

4 その他引当金戻入益

3 法定福利費引当金戻入益 1

2 賞与引当金戻入益 1

1 

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

1

10

100 

1 その他雑収益

1

34,820

1 国（県）補助金

2 工事負担金

1 退職給付引当金戻入益

19,829

1,010

1,242

1

1

31,318

783,4991 水道使用料

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

34,820 

4,742 

4 

101 

82,242 

10 

1,011 

1 

2 貸付金利息

1 預金利息

7 受贈財産評価額寄付金

3,500

1 受託工事収益

1 手数料

4 雑収益

平成３１年度　筑後市水道事業会計予算実施計画

款 備 考項 目

引 当 金 戻 入 益

905,404 

823,061 

783,499 

予 定 額

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

受 取 利 息

その他の営業収益

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

1

そ の 他 特 別 利 益 1 その他特別利益



（単位：千円）

2

1

1

39

284,443 

1,501

款 項 予 定 額

4,331

830,546 

869,679 

14 通信運搬費

通勤手当

15 委託料

備 考

22,941

3,823

8 旅費

33

水 道 事 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

営 業 費 用

時間外勤務手当

目

1,448

33

8,825

支                   出

11

49,526

7,275

1 給料

扶養手当

住居手当

6 法定福利費引当金繰入額

2,901

1,031

808

期末手当

2 手当等

318

0

22 動力費

23 薬品費

5 法定福利費

勤勉手当

11 燃料費

18 修繕費

17 賃借料

16 手数料

10 備消耗品費

86

1,383

12 光熱水費

3 賞与引当金繰入額 1,230

16

248
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（単位：千円）

2

0

237

502

20

22

8,345

33

467

1,419

5 法定福利費

15 委託料

13 印刷製本費

171

161

備 考

16 手数料

994

46 雑費

期末手当

15

0

2 手当等 4,321

23,192

時間外勤務手当

10 備消耗品費

2,614

11 燃料費

14 通信運搬費

82

480

3 賞与引当金繰入額 1,177

5

1,395

0住居手当

4 賃金

8 旅費

予 定 額

6 法定福利費引当金繰入額

項 目

27 受水費

32 研修費

37 公課費

1 給料

180,894

24 材料費 33

26 会費負担金

108,492 配 水 及 び 給 水 費

款

扶養手当

勤勉手当

通勤手当



（単位：千円）

3

4

1,272

4,121

2,932

予 定 額

35,400 

5

25,347

5

648

852

40

5

13,131

2,746

29,385

3,042

204

465

98

項

受 託 工 事 費

714扶養手当

46 雑費

1,116

33 食糧費

通勤手当

32 研修費

住居手当

2 手当等

22 動力費

173,700 

21 路面復旧費 7,700

9

1,525

11,00034 補助金

26 会費負担金

23 薬品費

18 修繕費

管理職手当

管理職員特別勤務手当

勤勉手当

児童手当

37 公課費

13,825

時間外勤務手当

11

35,400

1 給料

36 保険料

期末手当

備 考

総 係 費

目

25 補償金

17 賃借料

款

24 材料費

25 工事請負費
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（単位：千円）

5

17 賃借料

9 被服費

3,07314 通信運搬費

8 旅費

456

330

2,167

2,422

46 雑費 5

6

108

648

123

備 考

98,724

699

減 価 償 却 費

款 項

2,700

9,881

198,401

目

45 貸倒引当金繰入額

予 定 額

10 備消耗品費

16 手数料

243

28

26 会費負担金

32 研修費

11

11 燃料費

8,3175 法定福利費

3,500

6804 賃金

198,401 47 有形固定資産減価償却費

13 印刷製本費

12 光熱水費

3 賞与引当金繰入額

100

77

16

39 厚生費

15 委託料

35 交際費

214

28 報酬

7 退職給付費

6 法定福利費引当金繰入額

18 修繕費

33 食糧費



（単位：千円）

6

7

2

1

3

4

3

3

4

4

1 予 備 費

1,000

54 企業債利息

10

9,791 

そ の 他 営 業 費 用 10 

予 定 額

10

9,781

3,000 

支 払 利 息

資 産 減 耗 費

そ の 他 特 別 損 失

30,100 

目

雑 支 出

消 費 税

3,000 

23,000 

3,000

特 別 損 失 2,332 

59 不用品売却原価

61 消費税

過年度損益修正損 65 過年度損益修正損

68 予備費

1,632 

100

53 雑支出 10

備 考

50 たな卸資産減耗費

55 一時借入金利息

款 項

営 業 外 費 用 33,801 

30,00049 固定資産除却費

23,000

69 その他特別損失

予 備 費

60 雑支出

1,010 

700700 

1,632
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（単位：千円）

3

1

1

3

1

4

1

備 考

632,579 1 建設改良費等の財源に充てるための企業債

736,272 

632,579 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

款

負 担 金

30,52062,620 1 加入金

32,100

目

資 本 的 収 入

予 定 額項

負 担 金

0

632,579

国 庫 補 助 金 41,073 1 国庫補助金

国 庫 補 助 金

2 工事負担金

3 消火栓工事負担金

62,620 

企 業 債

41,073

41,073 



（単位：千円）

4

1

1

2

4

5

3

1

4

1

0車 輌 運 搬 具 0 1 車輌運搬具

631,024

支                   出

44,720 43 建設改良費等の財源に充てるための企業債 44,720

国庫補助金返還金

建 設 改 良 費

1 

807,561 

款 予 定 額項

資 本 的 支 出

4 老朽管更新事業

2 その他の機械器具

4,558 機 械 器 具 購 入 費

1 配水設備改良費

1 量水器

1 配水設備拡張費配 水 設 備 拡 張 費

847,396 

35,277 

892,117 

国庫補助金返還金

55,097

1 66 国庫補助金返還金

121,440

4,250

35,277

1

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

8 北牟田配水場更新事業

目

企 業 債 償 還 金 44,720 

設 備 改 良 費

308

備 考
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給　料 手 当 賃　金 計

(0)

10 42,517 27,112 680 70,309 14,902 85,211

(0)

11 46,972 30,466 670 78,108 16,056 94,164

(0)

△ 1 △ 4,455 △ 3,354 10 △ 7,799 △ 1,154 △ 8,953

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管理職手当

本年度 1,512 648 270 5,962 40 852

前年度 2,712 618 399 5,886 40 852

比　較 △ 1,200 30 △ 129 76 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 計

本年度 10,416 7,412 27,112

前年度 11,708 8,251 30,466

比　較 △ 1,292 △ 839 △ 3,354

給 与 費 明 細 書
　1　一　般　職

　(1)　総　括                          (単位：千円)

区　　分 職員数(人)
給　　  与  　　費

法定福利費 合　　計 備　　考

本年度

前年度

比　較

＊ 備 考    表中( )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員、非常勤一般職員　(外書き)

＊ 期末・勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

職員手当の内訳



　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　　明

　　    　　　千円 　　    　　千円

普通昇給に伴う増加分 527 ・平均昇給率 1.24%

給与改定に伴う増減分 55 ・平均改定率 0.13%

・職員数の異動状況

〔現に在職する職員数〕

　本年度 10 人 (0 人)

(平成31年１月１日現在)

　前年度 8 人 (0 人)

(平成30年１月１日現在)

　増　減 2 人 (0 人)

( 　)書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

　採用（平成31年度見込） 0 人

　退職（平成30年度見込） 1 人

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円
　　　改正に伴う調整
　　　・勤勉手当増加分

職員の新陳代謝及び
その他による増減分

増　減　事　由　別　内　訳 備　　　　　　　考

給　　料
△ 4,455

その他増減分 △ 5,037
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

職員手当

制度改正に伴う増減分

△ 3,354

183

その他増減分 △ 3,537
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行　政　職

351,010

378,500

44.8

342,569

368,336

43.6

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級 12.5

３級 20.0 ３級 12.5

４級 70.0 ４級 62.5

５級 ５級

６級 ６級

７級 10.0 ７級 12.5

計 (0.0)
100.0

計 (0.0)
100.0

＊備考 表中( )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員（外書き）

7 5

(0)
10

(0)
8

1 1

３１年１月１日現在

職員数(人)

３０年１月１日現在

職員数(人)

1

2 1

行　　　政　　　職

行　政　職（一）

　平均給与月額　(円)

区　　　分 行　政　職

３０年１月１日現在

148,600

　平均給料月額　(円)

大学卒 181,600

　(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職 区　　分

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

３１年１月１日現在

180,700

　平　均　年　齢　(歳)
高校卒

　イ　初任給               (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度

153,800



（等級別基準職務表） エ　昇給

行 政 職 技能労務職

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 0

4号給 （人） 9 9

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 11 10 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 9 1

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 0

4号給 （人） 9 8 1

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 90.9% 90.0% 100.0%

区分
職務
の級

標準的な職務 区　　分 合　　計
代表的な職種

部長及びこれに相当する職務で規
則で定めるもの

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務

号給数別内訳

号給数別内訳

４級
担当係長、主任主査及びこれらに相当
する職務で規則で定めるもの

５級
課長補佐、参事補佐及び教育指導主
事の職務

前
　
　
年
　
　
度

６級
課長、参事、主任教育指導主事及びこ
れらに相当する職務で規則で定めるも
の

７級
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*

　キ　地域手当

支　給　対　象　地　域 全地域

支  給  率 (％) 0.0

国の指定基準に基づく支給率 (％) 0.0

支給対象職員数 (人) 10

2.125 2.275 4.40

　備 考　 　支給率中の上段(  )内は再任用職員の支給率

2.225 2.225 4.45

前年度
(1.075) (1.225) (2.30)

有

１２月 (月分)

本年度
(1.175) (1.175) (2.35)

有

　オ　期末手当　・　勤勉手当

区　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 (月分)
職制上の段階、職
務の級等による
加　算　措　置

備　　　考
６月 (月分)

国の制度

支給率等 47.709　月

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分 最高限度 その他の加算措置等 備　　　考

（支給率等）

20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月
定年前早期退職特例措置

（6％～15％加算）

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月 47.709　月
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）



ク　特殊勤務手当

代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） 0.0 0

支給対象職員の比率（％）
（31年1月1日現在） 0.0 0

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同 じ

異 な る 交通用具使用者の距離区分及び支給額

区　　分 全職種

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ
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（単位：千円）

平成３０年度　筑後市水道事業予定損益計算書
(平成30年4月1日から平成31年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 713,645

(2) 受 託 工 事 収 益 33,400

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 3,758 750,803

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 252,382

(2) 配 水 及 び 給 水 費 75,448

(3) 受 託 工 事 費 30,926

(4) 総 係 費 81,481

(5) 減 価 償 却 費 213,608

(6) 資 産 減 耗 費 30,100

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 10 683,955

営 業 利 益 66,848

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 578

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 79,433

(4) 引 当 金 戻 入 益 0

(5) 雑 収 益 1,968 81,979

4 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 11,309

(2) 雑 支 出 3,484 14,793 67,186

経 常 利 益 134,034

5 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 638

(2) そ の 他 特 別 利 益 1 639

6 特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 439

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 439 200

当 年 度 純 利 益 134,234

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 25,944

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 160,178



（単位：千円）

2,220,926

資 産 合 計 7,397,930

未 収 収 益 貸 倒 引 当 金 0

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0

(6) 前 払 費 用 0

(7) 未 収 収 益 0

(5) 短 期 貸 付 金 0

(4) 前 払 金 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 5,887 143,707

(3) 貯 蔵 品 5,338

(2) 未 収 金 149,594

(1) 現 金 預 金 2,071,881

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 5,177,004

イ 電 話 加 入 権 141

5,176,863

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 111,489

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 30,223

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,716 4,507

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,971 1,509

減 価 償 却 累 計 額 △ 940,396 603,134

ホ 車 両 運 搬 具 4,480

ニ 機 械 及 び 装 置 1,543,530

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,564,977 4,050,674

減 価 償 却 累 計 額 △ 112,053 178,779

ハ 構 築 物 7,615,651

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,771

(1) 有 形 固 定 資 産

平成３０年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(平成31年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産
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繰 延 収 益 合 計 2,056,026

負 債 合 計 2,438,433

(1) 長 期 前 受 金 4,114,845

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,058,819

流 動 負 債 合 計 105,434

5 繰 延 収 益

(6) 預 り 金 10,000

12,508

ロ 賞 与 引 当 金 10,481

ハ 法 定 福 利 引 当 金 2,027

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 退 職 給 付 金 引 当 金 0

(2) 企 業 債 44,720

(3) 未 払 金 38,206

(1) 一 時 借 入 金 0

276,973

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債 276,973

負 債 の 部

3 固 定 負 債



資 本 合 計 4,959,497

負 債 資 本 合 計 7,397,930

剰 余 金 合 計 1,377,052

利 益 剰 余 金 合 計 1,318,018

ニ 当年度未処分利益剰余金 160,178

ロ 建 設 改 良 積 立 金 980,000

ハ 利 益 積 立 金 102,840

イ 減 債 積 立 金 75,000

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,582,445

7 剰 余 金

イ 固 有 資 本 金 1,863,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,582,445

資 本 の 部

6 資 本 金
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（単位：千円）

流 動 資 産 合 計 2,947,267

資 産 合 計 8,672,420

(5) そ の 他 流 動 資 産 0

(4) 前 払 費 用 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 5,887 163,482

(3) 貯 蔵 品 5,228

(2) 未 収 金 169,369

(1) 現 金 預 金 2,778,557

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 5,725,153

イ 電 話 加 入 権 141

5,725,012

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 111,489

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 30,223

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,426 3,797

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,156 1,324

減 価 償 却 累 計 額 △ 991,504 554,206

ホ 車 両 運 搬 具 4,480

ニ 機 械 及 び 装 置 1,545,710

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,706,683 4,653,338

減 価 償 却 累 計 額 △ 116,745 174,087

ハ 構 築 物 8,360,021

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,771

(1) 有 形 固 定 資 産

平成３１年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(平成32年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産



98,724

961,973

98,724

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計 2,069,330

負 債 合 計 3,677,272

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,140,035

(1) 長 期 前 受 金 4,209,365

645,969

5 繰 延 収 益

(6) 預 り 金 0

流 動 負 債 合 計

(7) そ の 他 流 動 負 債 0

ハ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,981 12,046

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 10,065

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

(3) 未 払 金 587,620

(2) 企 業 債 46,303

(1) 一 時 借 入 金 0

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 863,249

負 債 の 部

3 固 定 負 債
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資 本 合 計 4,995,148

102,840

負 債 資 本 合 計 8,672,420

剰 余 金 合 計 1,412,703

利 益 剰 余 金 合 計 1,353,669

当 年 度 未 処 理 欠 損 金ニ 34,171

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,180,000

ハ 利 益 積 立 金

イ 減 債 積 立 金 105,000

59,034

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,582,445

イ 固 有 資 本 金 1,863,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,582,445

資 本 の 部

6 資 本 金



（単位：千円）

　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　補助金の返還による支出 △ 1

　資金期末残高 2,778,557

　財務活動によるキャッシュ・フロー 587,859

　資金の増加額（又は減少額） 706,676

　資金期首残高 2,071,881

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 632,579

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 44,720

　加入金による収入 0

　負担金による収入 60,100

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 669,378

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 770,550

　国庫補助金等による収入 41,073

　利息及び配当金の受取額 1,011

　利息の支払額 △ 9,791

　業務活動によるキャッシュ・フロー 788,195

　特定仮払消費税の調整額 △ 6,652

　未払金の増減額（△は減少） 549,414

　小計 796,975

△ 10,000　その他流動資産の増減額（△は減少）

　支払利息 9,791

　未収金の増減額（△は増加） △ 19,775

　たな卸資産の増減額（△は増加） 110

　貸倒引当金の増減額 0

　長期前受金戻入額 △ 81,216

　受取利息及び受取配当金 △ 1,011

　減価償却費 198,401

　固定資産除却費 24,000

　引当金の増減額 98,262

平成３１年度　筑後市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 35,651
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　Ⅰ．重要な会計方針
平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。
１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法

建物 定額法
その他 定額法

　　　　・主な耐用年数
建物 15年～60年
構築物 30年～40年
機械及び装置  8年～15年
車両運搬具  5年
器具及び備品  4年～ 8年

２　引当金の計上方法
　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

　（２）貸倒引当金

　（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　注　記

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額（平
成32年6月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、平成31年12月～平成32年3月までの4ヶ月分）を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。


